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その他、グループの構成員すべてにおいて、公的資金の助成先として適切でないと判断され
るものではない

グループの構成員すべてにおいて、「東京都暴力団排除条例」に規定する暴力団関係者又は
遊興娯楽業のうち風俗関連業、ギャンブル業、賭博等、社会通念上適切でないと判断される
ものではない

グループの構成員すべてにおいて、助成事業の実施にあたって、必要な許認可を取得し、関
係法令を遵守する

グループの構成員すべてにおいて、⺠事再⽣法又は会社更⽣法による申⽴て等、助成事業の
継続性について不確実な状況が存在しない

グループの構成員すべてにおいて、東京都及び公社に対する賃料・使用料等の債務の支払い
が滞っていない

申請要件確認シート

※ このシートは提出の必要はありません。助成対象事業者の要件確認にご使用ください。

グループの構成員すべてにおいて、事業税等の滞納がない（都税事務所等との協議の下、分
納している場合、又は新型コロナウイルス感染症の影響により、地方税法第15条第１項に基
づく都税の徴収猶予を受けている場合を除く）

申請事業を主体的に取り組む都内大企業（※1）を代表とし、都内中小企業者（※2）を含む
２者以上で構成するグループでの申請である
※1 中小企業基本法第２条第１項に規定されている企業の規模を超える企業
※2 中小企業基本法第２条第１項に規定されている企業または個人事業者であって、構成す
る大企業等のグループ企業（親会社、子会社等）ではない企業

グループの構成員すべてにおいて、過去に公社、国、都道府県、区市町村等からの補助事
業・助成事業で不正等がない

代表企業は、東京都内に本店又は支店の登記があり、東京都内で実質的に事業を行っている

代表企業は、申請事業を主体的に取り組むとともに、申請事業の事務局を担うものである


